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１．14年９月中間期の連結業績（平成14年４月１日～平成14年９月30日） 

(1)連結経営成績 （百万円未満は切り捨てて表示しております。） 

 
売 上 高 

対前年中間期 
増 減 率 

営 業 利 益 
対前年中間期 
増 減 率 

経 常 利 益 
対前年中間期 
増 減 率 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
14年９月中間期 95,010 ( △2.9) 7,763 (△21.5) 8,352 (△16.7) 
13年９月中間期 97,802 (   6.5) 9,893 (  17.2) 10,032 (  12.5) 
1 4 年 ３ 月 期 196,489  18,887  19,557  

 
 

中間（当期）純利益 
対前年中間期 
増 減 率 

１ 株 当 た り 
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

潜在株式調整後１株当たり 
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

 百万円 ％  円 銭  円 銭 
14年９月中間期 4,503 (△15.1)  39 28   ― 
13年９月中間期 5,301 (  19.4)  46 19   ― 
1 4 年 ３ 月 期 10,584   92 21   ― 

 (注) 1．持分法投資損益 14年９月中間期 36百万円 13年９月中間期 15百万円 14年３月期 63百万円 

 2．期中平均株式数（連結）14年９月中間期 114,630,500株 13年９月中間期 114,778,500株 14年３月期 114,778,500株 

 3．会計処理の方法の変更        無 
 

(2)連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％  円 銭 
14年９月中間期 148,806 98,280 66.0  857 93 
13年９月中間期 142,917 92,168 64.5  803 52 
1 4 年 ３ 月 期 150,978 95,953 63.6  836 52 

(注) 期末発行済株式数（連結） 14年９月中間期 114,555,000株 13年９月中間期 114,706,000株 14年３月期 114,706,000株 
 

(3)連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
14年９月中間期 1,177 △6,321 △2,189 17,014 
13年９月中間期 4,447 △2,878 △1,303 18,153 
1 4 年 ３ 月 期 16,227 △7,475 △2,551 24,373 

 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連 結 子 会 社 数           17社 持分法適用非連結子会社数 ―社 持分法適用関連会社数 7社 
 

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連  結（新規） ―社 （除外） ―社 持分法 （新規） ―社 （除外） ―社 

 

２．15年３月期の連結業績予想（平成14年４月１日～平成15年３月31日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益  

  百万円  百万円  百万円   
         

通      期 
 197,500  18,800  10,100   

    

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）88円11銭 
 

※ 業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、今後様々な要因に

より予想数値と異なる可能性があります。 



 

 
 

－１－ 

（添付資料） 

 

（１）企業集団等の状況 

 

当社の企業集団は、当社、親会社、子会社18社及び関連会社７社で構成されており、その主な事業内容と当社 

及び関係会社の当該事業に係る位置づけ、ならびに事業の種類別セグメントの関連は次の通りであります。 

なお、これら関係会社のうち複数の事業に係わる会社がありますが、主要な事業項目で表示しております。 

 

区 分 主 な 事 業 内 容 主 要 な 関 係 会 社 

印 刷 事 業 

連続フォーム、シートフォーム、応用用紙、

統一伝票、封筒、カタログ、パンフレット、

チラシ、カード、ニューメディア、ＤＰＳ

(データプリントサービス) 、運送取扱業

及び倉庫業等 

当社、浜松トッパン・フォームズ㈱、トッパン・フォームプロセ

ス㈱、トッパン・フォームズ・サービス㈱、トッパン・フォーム

ズ(香港)社、トッパン・フォームズ(シンガポ－ル)社、トッパン・

フォームズ・カード・テクノロジーズ社、Ｔ．Ｆ．カンパニー社 

その他の事業 
サプライ品、機器類の販売・保守・修理等、

情報処理に関するシステム開発・設計 

当社、トッパン・フォームズ・オペレーション㈱、テクノ・トッ

パン・フォームズ㈱ 

 

 

事業の系統図は、次の通りであります。 

 

 

    

   
得 意 先 

 

           

           

 関係会社(親会社)    製造販売会社(海外)  

   凸版印刷㈱     ○トッパン・フォームズ(香港)社  

       ○トッパン・フォームズ(シンガポ－ル)社  

 製造会社(国内)     ○トッパン・フォームズ・カード・テクノロジーズ社  

  ○浜松トッパン・フォームズ㈱     ○トッパン・フォームズ・コンピュータ・システムズ社  

  ○トッパン・フォームプロセス㈱     ○マンソン・コンピュータ・フォーム社  

  ○山陽トッパン・フォームズ㈱     ○Ｔ．Ｆ．カンパニー社  

  ○北海道トッパン・フォームズ㈱     ※韓国トッパン・フォームズ社  

  ○香川ビジネスフォーム㈱     ※北京三盾カード技術有限公司  

  ○沖縄ビジネスフォーム㈱     ※深セン瑞興紙業有限公司  

       ※北京興華信息紙有限公司  

 製造加工・運送倉庫会社     ※データ・プロダクツ・トッパン・フォームズ社  

  ○トッパン・フォームズ・サービス㈱     ※トッパン・フォームズ(コロンボ)社  

  ○トッパン・フォームズ・サービス関西㈱     ※グラフィック・プレス・グループ社  

印 

 

 

 

刷 

 

 

 

事 

 

 

 

業 

  ○トッパン・フォームズ・サービス西日本㈱     他１社  

          

 用役サービス会社       

  ○トッパン・フォームズ・オペレーション㈱       

その

他の

事業   ○テクノ・トッパン・フォームズ㈱   

ト
ッ
パ
ン･

フ
ォ
ー
ム
ズ
株
式
会
社
（
製
造
販
売
会
社
） 

    

 

 

製品・商品           サ ー ビ ス       の流れ 

 

 (注) ○印は、連結子会社 ※印は、持分法適用会社 

 

 

 



 

 
 

－２－ 

（２）－１  経営方針 

 

１．経営の基本方針 
 

当社は、「顧客志向」を基本姿勢とし、長年にわたって培ってきたノウハウをもとに、時代のニーズに対応できる

総合的な情報管理サービスの提供により、｢信頼される企業｣をめざしております。 
そのために、常に情報ソリューションサービスや、新しい製品・システムの開発改良をとおして、顧客満足度の高

いサービスに努めるとともに、製造システムの効率化による徹底したコスト削減をおこない、情報管理のサービスと

サポート分野での確固たる地位の確立をめざして事業基盤の整備拡大に努めてまいります。 

 

２．利益処分に対する基本方針 

 
当社は、株主の皆様への利益還元に関しまして、事業の成長をはかり業績に裏付けされた安定的かつ継続的な配当

をおこなうことを経営の重要課題の一つとして位置づけるとともに、企業体質の強化をはかりつつ株主資本利益率の

向上をめざしております。 
内部留保資金の使途につきましては、企業価値増大の観点から既存設備の合理化・省力化および新規事業の開拓と

研究開発の投資に充当してまいります。 
具体的には、今期中間配当金として１株当り11円50銭、期末配当金に関しても11円50銭、年間では前年と同額の23

円を予定しております。 

 
３．中期的な経営戦略 
 

当社は、ビジネスフォームおよびＤＰＳ（データ・プリント・サービス）にかかわる技術をコアとして、総合的な

情報管理サービスの提供で顧客価値の創造を追求してまいります。 
ビジネスフォーム分野では、固有技術の活用により機能の高度化や複合化などの研究開発を進め、変化する

ニーズに対処してまいります。またＤＰＳ分野では、先端技術を取込み、顧客ニーズに対応する新分野の開拓

やセキュリティ面などの充実をはかってまいります。こうしたビジネスフォーム・ＤＰＳなどの紙メディアに加

えて、インターネットを中心とした電子ドキュメント・電子配信などデジタルメディアの融合により、顧客の情報活

用に寄与するワンストップ･ソリューションをめざしてまいります。さらに、個人情報保護に対する社会的要請が高

まるなか、顧客からの信頼をより確かなものとするため、品質の強化を徹底してまいります。 
環境問題への対応につきましては、ゼロ・エミッションをめざすとともにエコロジー製品の開発・提供をとおして

環境保全に貢献してまいります。 
また、キャッシュフローを重視した資産効率の向上に努め、一層の業績向上に努めてまいります。 

 



 

 
 

－３－ 

（２）－２  経営成績及び財政状態 
 

１．経営成績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、デフレ現象の広がりを受け、株価の低迷、企業における設備投資の先送り、

個人消費の冷え込みなどにより、依然として低調に推移しました。 
ビジネスフォーム業界におきましては、従来型ビジネスフォームの需要構造の変化が進むなかで、景気低迷による

需要量の減少や企業活動の合理化にともなう価格引き下げの要求が強く、厳しい環境が続きました。 
このような状況のなか、当社および国内外の関連グループ各社は顧客志向の姿勢を徹底し、ソリューション提案型

の営業活動を推進するとともに、事業活動全般にわたる効率化・合理化を推進して、業績向上に努めましたが、需要

減と価格下落の影響が大きく、売上、利益ともに前年を下回りました。 

 

以上の結果、売上高は前中間連結会計期間に比べ2.9％減の950億円となりました。 

損益面では、経常利益が83億円となり前中間連結会計期間に比べ16.7％減、中間純利益は15.1％減の45億円となり

ました。 

 

セグメント別の状況は下記の通りです。 

 

印 刷 事 業           売 上 高 746億円 （対前中間連結会計期間 5.2％減） 

ビジネスフォームでは、ポステックスなどのメール関連ならびに物流関連のフォームが増加いたしましたが、

従来型製品における需要減退や、顧客のコスト削減と競争の激化などにより価格が下落し、前年を下回りま

した。 

ＤＰＳでは、金融機関における通知業務の新規受託や、データ加工処理の受託増、ＤＯＤ（デジタル・プリント

オンデマンド）による個人専用の通信教育テキストなどにより拡販いたしましたが、価格下落や前年度の大口特

需の影響もあり、微増となりました。 

 

そ の 他 の 事 業           売 上 高 203億円 （対前中間連結会計期間 6.8％増） 

事務用サプライ品は、プリンター周辺の消耗品を中心として販路を拡大し順調に推移いたしました。 

また、事務機器関連は、顧客の合理化ニーズを的確にとらえ好調に推移いたしました。 

 

 

２．財政状態 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間純

利益が80億円と前中間連結会計期間末比14.5％の減少や、仕入債務の減少等による営業活動キャッシュ・フローの減

少、更に有形固定資産の取得による支出等により、前連結会計年度末に比べ73億円減少し、当中間連結会計期間末の

資金は170億円となりました。 

 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動により得られた資金は、11億円（前中間連結会計期間比73.5％減）となりました。これは主に収入にお

いては税金等調整前中間純利益が80億円、減価償却費が22億円、支出においては仕入債務の減少額26億円、法人税

等の支払額52億円等によるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果、支出した資金は63億円（同119.6％増）となりました。これは主に有形固定資産の取得による

支出64億円によるものであります。 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果、支出した金額は21億円（前中間連結会計期間は13億円の支出）となりました。これは主に配当

金13億円の支出によるものであります。 

 

 

今後の見通しにつきましては、経済情勢の先行き不透明感が一層高まっており、厳しい経営環境が続くものと予

想されます。 

ビジネスフォーム業界におきましても、ネットワーク化による需要構造の変化や、競争の激化などにより、市場

環境は厳しさを増すものと考えられます。 

このようななか、当社および関連グループ各社は、顧客密着度の強化と新規顧客の開拓により市場の拡大をはか

るとともに、コスト構造の改革を徹底し、収益向上に努めてまいります。 

通期の業績の見通しとしては、売上高1,975億円、経常利益188億円、当期純利益101億円を見込んでおります。 

 



 

 
 

－４－ 

（３）  比較中間連結財務諸表等 

 

（３）－１  比較中間連結貸借対照表 

（単位：百万円） 

期    別 

 

科    目 

当中間連結会計期間末 

 

( 1 4 . ９ . 3 0 ) 

前中間連結会計期間末 

 

( 1 3 . ９ . 3 0 ) 

増 減 

前 連 結 会 計 年 度 の 

要約連結貸借対照表 

( 1 4 . ３ . 3 1 ) 

流 動 資 産 7 2 , 2 2 1  7 4 , 2 4 1  △ 2 , 0 1 9  7 9 , 3 0 5  

現 金 及 び 預 金 1 5 , 0 1 4  1 4 , 1 5 3  8 6 1  1 9 , 9 7 3  

受取手形及び売掛金 3 6 , 5 1 9  3 7 , 8 5 0  △ 1 , 3 3 0  3 6 , 6 9 4  

有 価 証 券 2 , 2 0 0  4 , 0 0 0  △ 1 , 7 9 9  4 , 5 9 9  

た な 卸 資 産 1 3 , 3 6 7  1 3 , 6 5 8  △ 2 9 1  1 3 , 3 7 0  

前 払 費 用 1 , 6 4 5  1 , 6 6 1  △ 1 6  9 4 8  

繰 延 税 金 資 産 1 , 7 8 6  1 , 7 0 7  7 9  1 , 7 0 4  

そ の 他 1 , 8 8 8  1 , 3 4 2  5 4 6  2 , 2 0 1  

貸 倒 引 当 金 △ 2 0 0  △ 1 3 0  △ 7 0  △ 1 8 7  

固 定 資 産 7 6 , 5 8 4  6 8 , 6 7 6  7 , 9 0 8  7 1 , 6 7 3  

有 形 固 定 資 産 5 5 , 7 1 8  4 8 , 2 2 9  7 , 4 8 9  5 0 , 3 8 3  

建 物 及 び 構 築 物 1 5 , 3 6 7  1 5 , 7 6 4  △ 3 9 6  1 5 , 7 3 7  

機械装置及び運搬具 1 3 , 4 8 4  1 3 , 3 1 8  1 6 5  1 3 , 5 6 7  

工 具 器 具 備 品 1 , 2 4 1  1 , 4 5 9  △ 2 1 7  1 , 3 9 1  

土 地 1 7 , 0 0 5  1 7 , 0 0 7  △ 2  1 7 , 0 1 0  

建 設 仮 勘 定 8 , 6 2 0  6 7 9  7 , 9 4 0  2 , 6 7 8  

無 形 固 定 資 産 1 , 3 7 6  1 , 3 3 1  4 4  1 , 4 1 4  

借 地 権 そ の 他 1 , 3 7 6  1 , 3 3 1  4 4  1 , 4 1 4  

投 資 そ の 他 の 資 産 1 9 , 4 8 9  1 9 , 1 1 5  3 7 4  1 9 , 8 7 4  

投 資 有 価 証 券 8 , 0 2 2  7 , 5 7 7  4 4 4  8 , 2 2 4  

長 期 貸 付 金 1 6  2 2  △ 6  2 9  

長 期 前 払 費 用 1 0 8  9 9  8  9 1  

敷 金 ・ 保 証 金 4 , 1 0 4  4 , 3 8 2  △ 2 7 7  4 , 2 7 9  

保 険 積 立 金 4 , 3 7 3  4 , 6 2 7  △ 2 5 4  4 , 5 7 5  

繰 延 税 金 資 産 1 , 8 5 7  1 , 2 1 4  6 4 3  1 , 6 3 1  

そ の 他 1 , 2 7 4  1 , 5 5 9  △ 2 8 4  1 , 3 5 0  

資 

 

 

 

 

 

 

産 

 

 

 

 

 

 

の 

 

 

 

 

 

 

部 

貸 倒 引 当 金 △ 2 6 6  △ 3 6 8  1 0 1  △ 3 0 8  

資 産 合 計 1 4 8 , 8 0 6  1 4 2 , 9 1 7  5 , 8 8 8  1 5 0 , 9 7 8  

 

 



 

 
 

－５－ 

（単位：百万円） 

期    別 

 

科    目 

当中間連結会計期間末 

 

( 1 4 . ９ . 3 0 ) 

前中間連結会計期間末 

 

( 1 3 . ９ . 3 0 ) 

増 減 

前 連 結 会 計 年 度 の 

要約連結貸借対照表 

( 1 4 . ３ . 3 1 ) 

流 動 負 債 4 7 , 9 9 3  4 8 , 3 0 9  △ 3 1 6  5 2 , 4 6 1  

支払手形及び買掛金 3 0 , 1 7 6  3 0 , 9 7 2  △ 7 9 6  3 2 , 9 3 6  

短 期 借 入 金 6 3 0  9 0 9  △ 2 7 9  1 , 1 4 3  

未 払 法 人 税 等 3 , 4 8 3  4 , 6 0 9  △ 1 , 1 2 5  4 , 9 2 5  

未 払 消 費 税 等 3 5 6  8 3 3  △ 4 7 6  8 7 4  

未 払 費 用 2 , 8 6 7  2 , 8 5 1  1 5  2 , 8 2 9  

賞 与 引 当 金 4 , 0 9 4  4 , 4 1 7  △ 3 2 3  4 , 3 4 3  

設 備 関 係 支 払 手 形 3 , 9 0 7  1 , 4 3 7  2 , 4 6 9  2 , 2 6 5  

そ の 他 2 , 4 7 6  2 , 2 7 7  1 9 9  3 , 1 4 4  

固 定 負 債 2 , 0 2 3  1 , 8 3 0  1 9 3  1 , 9 4 6  

長 期 借 入 金 4 1 8  5 7 2  △ 1 5 4  4 5 2  

繰 延 税 金 負 債 1 2 9  1 5 9  △ 2 9  1 5 7  

退 職 給 付 引 当 金 7 4 8  4 8 6  2 6 1  5 4 1  

役員退職慰労引当金 5 8 6  5 4 9  3 7  6 0 9  

そ の 他 1 4 1  6 2  7 9  1 8 5  

負 

 

 

 

債 

 

 

 

の 

 

 

 

部 

負 債 合 計 5 0 , 0 1 7  5 0 , 1 4 0  △ 1 2 3  5 4 , 4 0 7  

少 数 株 主 持 分 5 0 8  6 0 8  △ 1 0 0  6 1 6  

資 本 金 ―  1 1 , 7 5 0  △ 1 1 , 7 5 0  1 1 , 7 5 0  

資 本 準 備 金 ―  9 , 2 7 0  △ 9 , 2 7 0  9 , 2 7 0  

連 結 剰 余 金 ―  7 2 , 2 1 2  △ 7 2 , 2 1 2  7 6 , 2 3 3  

その他有価証券評価差額金 ―  1 9 0  △ 1 9 0  △ 1 4 6  

為 替 換 算 調 整 勘 定 ―  △ 5 7 0  5 7 0  △ 4 6 9  

自 己 株 式 ―  △ 6 8 3  6 8 3  △ 6 8 3  

資 本 合 計 ―  9 2 , 1 6 8  △ 9 2 , 1 6 8  9 5 , 9 5 3  

資 本 金 1 1 , 7 5 0  ―  1 1 , 7 5 0  ―  

資 本 剰 余 金 9 , 2 7 0  ―  9 , 2 7 0  ―  

利 益 剰 余 金 7 9 , 2 2 2  ―  7 9 , 2 2 2  ―  

その他有価証券評価差額金 △ 3 4 1  ―  △ 3 4 1  ―  

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 6 1 8  ―  △ 6 1 8  ―  

自 己 株 式 △ 1 , 0 0 2  ―  △ 1 , 0 0 2  ―  

資 

 

 

 

本 

 

 

 

の 

 

 

 

部 

資 本 合 計 9 8 , 2 8 0  ―  9 8 , 2 8 0  ―  

負債、少数株主持分及び資本合計 1 4 8 , 8 0 6  1 4 2 , 9 1 7  5 , 8 8 8  1 5 0 , 9 7 8  

(注) 1．有形固定資産の減価償却累計額 66,416百万円 63,677百万円  65,359百万円 

 2．非連結子会社及び関連会社の株式 483百万円 429百万円  480百万円 

 3．保 証 債 務             32百万円 34百万円  33百万円 

 4．前中間連結会計期間および前連結会計年度の末日は金融機関の休日でありますが、満期日に決済が行われたも

のとして処理しております。 

各期間の末日における満期手形の金額は次のとおりであります。 

受 取 手 形  727百万円  731百万円 

支 払 手 形  80百万円  71百万円 

設 備 関 係 支 払 手 形  63百万円  3百万円 

 



 

 
 

－６－ 

（３）－２  比較中間連結損益計算書 

（単位：百万円） 

期    別 

 

科    目 

当中間連結会計期間 

 

(14.４.１～14.９.30) 

前中間連結会計期間 

 

(13.４.１～13.９.30) 

増 減 

前 連 結 会 計 年 度 の 

要 約 損 益 計 算 書 

(13.４.１～14.３.31) 

売 上 高 9 5 , 0 1 0  9 7 , 8 0 2  △ 2 , 7 9 2  1 9 6 , 4 8 9  

売 上 原 価 6 9 , 3 4 3  7 0 , 7 5 8  △ 1 , 4 1 4  1 4 2 , 4 7 9  

売 上 総 利 益 2 5 , 6 6 6  2 7 , 0 4 4  △ 1 , 3 7 7  5 4 , 0 0 9  

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1 7 , 9 0 3  1 7 , 1 5 1  7 5 2  3 5 , 1 2 2  

営 業 利 益 7 , 7 6 3  9 , 8 9 3  △ 2 , 1 3 0  1 8 , 8 8 7  

営 業 外 収 益 7 3 7  3 1 3  4 2 4  9 3 8  

受 取 利 息 3  6  △ 2  1 0  

受 取 配 当 金 8 8  7 3  1 5  7 1  

積 立 保 険 返 戻 益 3 9  1 2  2 7  2 6  

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 3 6  1 5  2 0  6 3  

特 許 料 収 入 4 1 3  7 1  3 4 1  4 2 2  

そ の 他 1 5 5  1 3 4  2 1  3 4 4  

営 業 外 費 用 1 4 7  1 7 3  △ 2 5  2 6 9  

支 払 利 息 3 8  3 9  △ 0  8 5  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 4 7  9 3  △ 4 6  1 2 2  

事 故 関 係 費 3 0  ―  3 0  ―  

そ の 他 3 1  3 9  △ 8  6 1  

経 常 利 益 8 , 3 5 2  1 0 , 0 3 2  △ 1 , 6 8 0  1 9 , 5 5 7  

特 別 利 益 1 4  3  1 0  3  

固 定 資 産 売 却 益 1 2  3  9  3  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1  ―  1  ―  

そ の 他 0  ―  0  ―  

特 別 損 失 3 0 5  6 0 7  △ 3 0 1  1 , 0 8 4  

固 定 資 産 除 却 損 5 2  4 0 1  △ 3 4 8  4 7 1  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 ―  0  △ 0  2  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1 7 6  8 5  9 0  4 4 1  

会 員 権 評 価 損 3  5 0  △ 4 7  7 0  

工 場 移 転 費 用 ―  3 6  △ 3 6  3 7  

そ の 他 7 2  3 1  4 0  5 9  

税金等調整前中間（当期）純利益 8 , 0 6 1  9 , 4 2 9  △ 1 , 3 6 8  1 8 , 4 7 7  

法人税、住民税及び事業税 3 , 7 7 3  4 , 5 4 2  △ 7 6 8  8 , 5 2 0  

法 人 税 等 調 整 額 △ 1 8 2  △ 3 9 5  2 1 3  △ 5 7 5  

少 数 株 主 利 益 ( △ 損 失 ） △ 3 3  △ 1 9  △ 1 3  △ 5 1  

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 4 , 5 0 3  5 , 3 0 1  △ 7 9 8  1 0 , 5 8 4  

(注)  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 1,150百万円 1,057百万円  2,309百万円 

 



 

 
 

－７－ 

（３）－３  比較中間連結剰余金計算書 

（単位：百万円） 

期    別 

 

科    目 

当中間連結会計期間 

 

(14.４.１～14.９.30) 

前中間連結会計期間 

 

(13.４.１～13.９.30) 

増 減 

前 連 結 会 計 年 度 の 

要 約 剰 余 金 計 算 書 

(13.４.１～14.３.31) 

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ―  6 8 , 3 0 2  △ 6 8 , 3 0 2  6 8 , 3 0 2  

連 結 剰 余 金 減 少 高 ―  1 , 3 9 1  △ 1 , 3 9 1  2 , 6 5 2  

配 当 金 ―  1 , 2 6 3  △ 1 , 2 6 3  2 , 5 2 5  

取 締 役 賞 与 ―  1 2 7  △ 1 2 7  1 2 7  

連結子会社の減少に伴う剰余金減少高 ―  0  △ 0  0  

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ―  5 , 3 0 1  △ 5 , 3 0 1  1 0 , 5 8 4  

連結剰余金中間期末(期末)残高 ―  7 2 , 2 1 2  △ 7 2 , 2 1 2  7 6 , 2 3 3  

     
     

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）     

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 9 , 2 7 0  ―  9 , 2 7 0  ―  

資 本 剰 余 金 中 間 期 末 残 高 9 , 2 7 0  ―  9 , 2 7 0  ―  

     

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）     

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 7 6 , 2 3 3  ―  7 6 , 2 3 3  ―  

利 益 剰 余 金 増 加 高 4 , 5 0 3  ―  4 , 5 0 3  ―  

中 間 純 利 益 4 , 5 0 3  ―  4 , 5 0 3  ―  

利 益 剰 余 金 減 少 高 1 , 5 1 3  ―  1 , 5 1 3  ―  

配 当 金 1 , 3 7 6  ―  1 , 3 7 6  ―  

取 締 役 賞 与 1 3 7  ―  1 3 7  ―  

利 益 剰 余 金 中 間 期 末 残 高 7 9 , 2 2 2  ―  7 9 , 2 2 2  ―  

 

 



 

 
 

－８－ 

（３）－４  比較中間連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

期    別 

 

科    目 

当中間連結会計期間 

 

(14.４.１～14.９.30) 

前中間連結会計期間 

 

(13.４.１～13.９.30) 

増 減 

前 連 結 会 計 年 度 の 

要約キャッシュ･フロー計算書 

(13.４.１～14.３.31) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     
 1．税金等調整前中間（当期）純利益 8 , 0 6 1  9 , 4 2 9  △ 1 , 3 6 8  1 8 , 4 7 7  
 2．減 価 償 却 費 2 , 2 0 4  2 , 2 9 6  △ 9 2  4 , 7 0 1  
 3．貸 倒 引 当 金 の 純 増 減 額 △ 1 8  9 2  △ 1 1 0  8 6  
 4．受取利息及び受取配当金 △ 9 2  △ 8 0  △ 1 2  △ 9 1  
 5．支 払 利 息 3 8  3 9  △ 0  8 5  
 6．積 立 保 険 返 戻 益 △ 3 9  △ 1 2  △ 2 7  △ 2 6  
 7．持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △ 3 6  △ 1 5  △ 2 0  △ 6 3  
 8．投 資 有 価 証 券 評 価 損 1 7 6  8 5  9 0  4 4 1  
 9．投 資 有 価 証 券 売 却 損 ―  0  △ 0  2  
10．投 資 有 価 証 券 売 却 益 △ 1  ―  △ 1  ―  
11．会 員 権 評 価 損 3  5 0  △ 4 7  7 0  
12．固 定 資 産 除 売 却 損 5 2  4 0 1  △ 3 4 8  4 7 1  
13．固 定 資 産 売 却 益 △ 1 2  △ 3  △ 9  △ 3  
14．賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △ 2 3 8  4 3  △ 2 8 1  △ 3 8  
15．役 員 賞 与 の 支 払 額 △ 1 3 8  △ 1 2 8  △ 1 0  △ 1 2 8  
16．売 上 債 権 の 増 減 額 5  △ 1 , 3 2 9  1 , 3 3 5  △ 3  
17．た な 卸 資 産 の 増 減 額 △ 1 1 0  1 3 4  △ 2 4 5  4 9 1  
18．仕 入 債 務 の 増 減 額 △ 2 , 6 0 4  △ 1 , 6 4 6  △ 9 5 8  2 3 6  
19．未 払 消 費 税 等 の 増 減 額 △ 5 1 7  1 5 0  △ 6 6 8  1 9 1  
20．そ の 他 △ 3 5 0  △ 1 , 2 5 3  9 0 3  △ 1 , 1 6 7  

小 計         6 , 3 8 3  8 , 2 5 7  △ 1 , 8 7 4  2 3 , 7 3 5  
21．利息及び配当金の受取額 9 3  8 0  1 2  9 0  
22．利 息 の 支 払 額 △ 7 5  △ 4 7  △ 2 8  △ 8 9  
23．法 人 税 等 の 支 払 額 △ 5 , 2 2 3  △ 3 , 8 4 3  △ 1 , 3 8 0  △ 7 , 5 0 8  

営業活動によるキャッシュ・フロー 1 , 1 7 7  4 , 4 4 7  △ 3 , 2 6 9  1 6 , 2 2 7  
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     
 1．有価証券の取得による支出 ―  ―  ―  △ 1 9 9  
 2．有価証券の売却による収入 ―  1 0 0  △ 1 0 0  1 0 0  
 3．有形固定資産の取得による支出 △ 6 , 4 1 8  △ 2 , 5 4 7  △ 3 , 8 7 1  △ 5 , 2 7 5  
 4．有形固定資産の売却による収入 1 5  5  9  5 1  
 5．投資有価証券の取得による支出 △ 3 1 9  △ 7 4  △ 2 4 4  △ 1 , 6 4 5  
 6．投資有価証券の売却及び償還による収入 1 2  ―  1 2  2  
 7．連結範囲変更を伴う子会社株式の売却による支出 ―  ―  ―  △ 2 1 4  
 8．連結範囲変更を伴う子会社株式の売却による収入 ―  4 5  △ 4 5  ―  
 9．貸付金の実行による支出 ―  ―  ―  △ 1 0  
10．貸付金の回収による収入 3  1 9  △ 1 5  2 2  
11．その他の投資活動による支出 △ 8 2 7  △ 1 , 0 6 2  2 3 4  △ 1 , 8 8 5  
12．その他の投資活動による収入 1 , 2 1 3  6 3 5  5 7 7  1 , 5 7 9  

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 6 , 3 2 1  △ 2 , 8 7 8  △ 3 , 4 4 3  △ 7 , 4 7 5  
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     
 1．短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 △ 4 0 9  1 8 8  △ 5 9 7  △ 7  
 2．ファイナンス・リース債務返済による支出 △ 3 6  △ 2 4  △ 1 2  △ 6 5  
 3．長 期 借 入 に よ る 収 入 ―  1 1 1  △ 1 1 1  3 6 3  
 4．長期借入金の返済よる支出 △ 1 6  ―  △ 1 6  ―  
 5．自己株式の取得による支出 △ 3 1 8  △ 3 0 9  △ 9  △ 3 0 9  
 6．配 当 金 支 払 額 △ 1 , 3 7 5  △ 1 , 2 6 2  △ 1 1 3  △ 2 , 5 2 4  
 7．少数株主への配当金支払額 △ 3 2  △ 7  △ 2 4  △ 7  

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2 , 1 8 9  △ 1 , 3 0 3  △ 8 8 5  △ 2 , 5 5 1  
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 2 5  3 4  △ 6 0  6 0  
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額) △ 7 , 3 5 8  2 9 9  △ 7 , 6 5 8  6 , 2 6 0  
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2 4 , 3 7 3  1 8 , 1 1 2  6 , 2 6 0  1 8 , 1 1 2  
Ⅶ 連結範囲変更に伴う現金及び現金同等物の減少額 ―  △ 2 5 9  2 5 9  ―  
Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 1 7 , 0 1 4  1 8 , 1 5 3  △ 1 , 1 3 8  2 4 , 3 7 3  



 

 
 

－９－ 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社数  17社 

主要な連結子会社名は（１）企業集団等の状況に記載しているため省略いたしました。 

(2) 非連結子会社 

トッパン・フォームズ・カード・テクノロジーズ（台湾）社は休眠会社であり、小規模で総資産、売上高、

中間純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等が中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、中間連結

財務諸表規則に基づき連結の範囲から除外しております。 
２．持分法の適用 に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社数 ７社 

主要な関連会社は韓国トッパン・フォームズ社であります。 

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社 

非連結子会社トッパン・フォームズ・カード・テクノロジーズ（台湾）社は休眠会社であり、小規模で中間

純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であるため、中間連結財務諸表規則に基づき持分法の適用の範囲か

ら除外しております。 

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社のうち、Ｔ．Ｆ．カンパニー社、他５社の中間決算日は６月30日であります。中間連結財務諸表の作

成にあたっては、同日現在における各社の財務諸表を使用しておりますが、中間連結決算日との間に生じた重要な

取引については、中間連結決算上必要な調整を行っております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

 a．売 買 目 的 有 価 証 券：時価法（売却原価は総平均法により算定） 

 b．満 期 保 有 目 的 の 債 券：償却原価法 

 c．そ の 他 有 価 証 券 

時価のあるもの：中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は主として総平均法により算定） 

時価のないもの：主として総平均法による原価法 

②デリバティブ 

時価法 

③たな卸資産 

 a．商品(サプライ)・原材料・貯蔵品：主として先入先出法による原価法 

 b．商品（機器）・製品・仕掛品               ：主として個別法による原価法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法 

①有形固定資産 

主として法人税法の規定に基づく定率法によっております。 

ただし、当社及び国内連結子会社については、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

は、定額法によっております。 

②無形固定資産 

主として法人税法の規定に基づく定額法によっております。 

ただし、当社及び国内連結子会社における自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（主として５年）に基づく定額法を採用しております。 



 

 
 

－１０－ 

 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

①貸 倒 引 当 金         ：債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

②賞 与 引 当 金：従業員に対して支給する賞与の当中間連結会計期間に負担すべき見積額を計上しており

ます。 

③退 職 給 付 引 当 金         ：当社及び主要な国内連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務に未認識過去勤務債務及び未認識数理計算上の差異を加減した

額から年金資産の額を控除した見込額に基づき、当中間連結会計期間の末日において発

生していると認められる額を計上しております。数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により翌年度から費用

処理することとしております。 

④役員退職慰労引当金：当社及び国内連結子会社は、役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく当中間

連結会計期間の末日における要支給額を計上しております。 

 (4) 重要な外貨建ての資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、主とし

て通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております｡ 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

主として、繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている

場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しておりま

す。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 a．為 替 予 約 ：外貨建債権債務及び外貨建予定取引 

 b．金利スワップ ：借入金 

③ヘッジ方針 

主として、当社の経理本部の管理のもとに、将来の為替・金利変動リスク回避のためにヘッジを行っており

ます。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ･フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ･フ

ロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。 

 (7) その他の中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理：税抜方式によっております。 

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書（連結キャッシュ・フロー計算書）における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 

 

 

追加情報 

当中間連結会計期間から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用

しております。これによる当中間連結会計期間の損益に与える影響はありません。 

なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の資本の部及び中

間連結剰余金計算書については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。 



 

 
 

－１１－ 

（リース取引関係） 

 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 （当中間連結会計期間）（前中間連結会計期間）（前連結会計年度） 

 百万円 百万円 百万円 

取 得 価 額 相 当 額 10,175 9,078 9,742 

減価償却累計額相当額 6,214 5,676 5,623  

中間期末残高相当額           3,961 3,402 4,118 

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

 （当中間連結会計期間）（前中間連結会計期間）（前連結会計年度） 

 百万円 百万円 百万円 

１       年       内 1,747 1,431 1,665 

１       年       超 4,280 3,674 4,454  

合                計 6,028 5,106 6,120 

 

(3) 当中間連結会計期間の支払リース料等 

 （当中間連結会計期間）（前中間連結会計期間）（前連結会計年度） 

 百万円 百万円 百万円 

支 払 リ ー ス 料 1,018 876 1,950 

減 価 償 却 費 相 当 額 962 789 1,961 

支 払 利 息 相 当 額 130 116 248 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

有 形 固 定 資 産         ：リース期間を耐用年数とし、残存価額を10%として計算した定率法による減価償却費相

当額に９分の10を乗じた額を各期の減価償却費相当額とする方法によっております。 

無 形 固 定 資 産         ：リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。 
 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

 （当中間連結会計期間）（前中間連結会計期間）（前連結会計年度） 

 百万円 百万円 百万円 

１       年       内 667 719 816 

１       年       超 2,879 3,258 3,339  

合                計 3,546 3,978 4,155 

 



 

 
 

－１２－ 

（４）セグメント情報 

 

１．事業の種類別セグメント情報 

 

(1) 当中間連結会計期間（平成14年４月１日～平成14年９月30日） （単位：百万円） 

 印 刷 事 業 その他の事業 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ  売上高及び営業損益      

売    上    高      

(1) 外部顧客に対する売上高 74,698 20,312 95,010 ― 95,010 

(2) セグメント間の内部売上高又は振替高 127 615 742 (    742) ― 

計 74,825 20,927 95,752 (    742) 95,010 

営  業  費  用 66,071 20,253 86,325 921 87,247 

営  業  利  益 8,753 673 9,427 (  1,664) 7,763 

 

(2) 前中間連結会計期間（平成13年４月１日～平成13年９月30日） （単位：百万円） 

 印 刷 事 業 その他の事業 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ  売上高及び営業損益      

売    上    高      

(1) 外部顧客に対する売上高 78,782 19,020 97,802 ― 97,802 

(2) セグメント間の内部売上高又は振替高 150 572 722 (    722) ― 

計 78,932 19,592 98,525 (    722) 97,802 

営  業  費  用 68,100 18,943 87,043 866 87,909 

営  業  利  益 10,832 649 11,482 (  1,589) 9,893 

 

(3) 前連結会計期間（平成13年４月１日～平成14年３月31日） （単位：百万円） 

 印 刷 事 業 その他の事業 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ  売上高及び営業損益      

売    上    高      

(1) 外部顧客に対する売上高 155,780 40,708 196,489 ― 196,489 

(2) セグメント間の内部売上高又は振替高 329 1,320 1,649 (  1,649) ― 

計 156,109 42,028 198,138 (  1,649) 196,489 

営  業  費  用 135,504 40,573 176,077 1,523 177,601 

営  業  利  益 20,605 1,454 22,060 (  3,172) 18,887 

(注) 1．事業区分の方法及び各区分に属する主要な名称 

①事業区分は製品の種類別区分によっております。 

②各事業の主な製品 

(1) 印 刷 事 業……印刷、加工の製造設備をもって生産される各種製品 

(2) その他の事業……商品販売業、機器販売業、用役サービス他 

 2．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は当中間連結会計期間は1,664百万円、

前中間連結会計期間は1,589百万円であり、前連結会計年度は3,172百万円であります。その主なものは、当社

の総務部門、経理部門及び情報システム部門等に係る費用であります。 

 

２．所在地別セグメント情報 

各期間において、本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、所

在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

３．海外売上高 

各期間において、海外売上高は連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 



 

 
 

－１３－ 

（５）生産、受注の状況 

 

１．生 産 実 績 

（単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度 

区 分 
金 額 

構 成 比 

(％) 
金 額 

構 成 比 

(％) 
金 額 

構 成 比 

(％) 

印 刷 事 業 72,825 100.0 77,990 100.0 150,681 100.0 

合 計 72,825 100.0 77,990 100.0 150,681 100.0 
(注) 1．金額は販売価格で表示しております。 

 2．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

 

２．受 注 実 績             

（単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度 

区 分 
金 額 

構 成 比 

(％) 
金 額 

構 成 比 

(％) 
金 額 

構 成 比 

(％) 

印 刷 事 業 74,404 100.0 77,565 100.0 150,604 100.0 

合 計 74,404 100.0 77,565 100.0 150,604 100.0 
 (注) 1．金額は販売価格で表示しております。 

  2．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  3．各生産部門への製造指図書の送達実績を受注高として表示しております。 



 

 
 

－１４－ 

（６）有価証券関係 

 

当中間連結会計期間（平成14年９月30日現在） 

 

1．満期保有目的の債券で時価のあるもの (単位：百万円) 

種       類 中間連結貸借対照表計上額 時    価 差    額 

①国債・地方債等 ― ― ― 
②社 債 200 200 ― 

時価が中間連結貸借対照表 

計上額を超えないもの 
③そ の 他 ― ― ― 

合      計 200 200 ― 

 

2．その他有価証券で時価のあるもの (単位：百万円) 

種       類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差 額 

①株 式 1,821 2,552 730 
②そ の 他 ― ― ― 

中間連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
小   計 1,821 2,552 730 

①株 式 4,108 2,889 △1,219 
②そ の 他 761 660 △100 

中間連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
小   計 4,869 3,549 △1,319 

合      計 6,691 6,101 △589 

 

3．時価評価されていない主な有価証券 (単位：百万円) 

種       類 中間連結貸借対照表計上額 

1．そ の 他 有 価 証 券           
①非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,437 
②そ の 他          2,000 

合      計 3,437 
 

前中間連結会計期間（平成13年９月30日現在） 

 

1．満期保有目的の債券で時価のあるもの (単位：百万円) 

種       類 中間連結貸借対照表計上額 時 価 差 額 

①国 債 ・ 地 方 債 等          ― ― ― 
②社 債          ― ― ― 
③そ の 他          ― ― ― 

合      計 ― ― ― 

 

2．その他有価証券で時価のあるもの (単位：百万円) 

種       類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差 額 

①株 式 2,779 3,950 1,170 
②そ の 他 3 3 ― 

中間連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
小   計 2,783 3,953 1,170 

①株 式 2,881 2,130 △750 
②そ の 他 667 577 △90 

中間連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
小   計 3,549 2,707 △841 

合      計 6,332 6,661 328 
 

3．時価評価されていない主な有価証券 (単位：百万円) 

種       類 中間連結貸借対照表計上額 

1．そ の 他 有 価 証 券           
①非上場株式（店頭売買株式を除く） 486 
②そ の 他          4,000 

合      計 4,486 
 

 

 

 



 

 
 

－１５－ 

 

前連結会計年度（平成14年３月31日現在） 

 

1．満期保有目的の債券で時価のあるもの (単位：百万円) 

種       類 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額 

①国債・地方債等 ― ― ― 
②社 債 199 199 ― 

時価が連結貸借対照表 

計上額を超えないもの 
③そ の 他 ― ― ― 

合      計 199 199 ― 

 

2．その他有価証券で時価のあるもの (単位：百万円) 

種       類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額 

①株 式 1,543 2,390 847 
②そ の 他 3 4 0 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
小   計 1,546 2,394 847 

①株 式 4,088 3,076 △1,012 
②そ の 他 767 679 △88 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
小   計 4,856 3,756 △1,100 

合      計 6,403 6,151 △252 

 

3．時価評価されていない主な有価証券 (単位：百万円) 

種       類 連結貸借対照表計上額 

そ の 他 有 価 証 券           
①非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,592 
②そ の 他          4,400 

合      計 5,992 

 

 

（７）デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益 

 

当中間連結会計期間（平成14年９月30日現在） 

該当事項はありません。 

 

前中間連結会計期間（平成13年９月30日現在） 

デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているため、記載すべき事項はありません。 

 

前連結会計年度（平成14年３月31日現在） 

デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているため、記載すべき事項はありません。 

 

 


